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要旨

「人道憲章と人道支援に関する最低基準（以下、スフィア基準）」は、災害や紛争の影響

を受けた人びとが尊厳ある生活を送れるよう、人道支援における最低基準を示した国際的

な指針である。管理団体であるSphere Associationは、世界中で基準が正しく理解・活用

されるよう、スフィアフォーカルポイント制度やトレーナーの養成、教材の整備をしている。

　日本では「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（以下、JQAN）」が、

フォーカルポイントとして日本のトレーナーと協力し、日本の支援者が効果的に学べる研

修内容を整備し提供している。理念や原則を自分の言葉で説明する演習や、ハンドブック

を使ったシナリオワークなどの工夫は高評価を得ている。課題は、研修後の実務への活用

の促進と、普及に不可欠なトレーナーの確保・育成となる。

1．はじめに

2024年11月石破茂内閣総理大臣（当時）は、その所信表明演説で重要政策課題とした

「治安・防災」の中で、これからの日本の防災対応において満たすべき基準として「スフィ

ア基準」に言及した。同方針に基づき日本政府の防災政策を担当する内閣府防災担当が改

訂した「避難所運営等避難生活支援のためのガイドライン（チェックリスト） 平成２８年

４月 （令和６年１２月改定）」には、「今後の我が国の「避難所の質の向上」を考えるとき

の指標となる国際基準」として同基準が明記されている。本稿では四半世紀前から世界各

地の災害や紛争時の支援において参照されている「スフィア基準」とその普及状況を紹介

した後、それらを日本のフォーカルポイントである「支援の質とアカウンタビリティ向上

ネットワーク(以下、JQAN)」が日本の国内事情に応じて内容を工夫して実施してきたス

フィア研修の効果を検証し、今後の改善点について考察する。

01 特集　「緊急人道支援の人材育成：現状と今後の展望」

効果的な人道基準研修のアプローチ -JQAN 主催スフィア研修の経験から

支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク (JQAN) 事務局　松尾沢子
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スフィア基準は、災害や紛争の被災者が尊厳ある生活を営むための人道支援活動におい

て支援者が最低限達成すべき状態を定性的に定義した基準であり、世界中の人道支援・災

害支援関係者に参照されている。基準策定はルワンダ虐殺時の支援の失敗からの反省の一

環として1997年に時限付きのプロジェクト「Sphere Project（スフィアプロジェクト）」と

して始まった。「Sphere」は球体、転じて地球を想起させる単語である。プロジェクトメ

ンバーが、プロジェクトで策定する基準が「どの言語にも翻訳できる支援における共通言

語となり、全世界的に取り組まれること」を願って命名された。

スフィア基準は以下の2つの基本理念に基づいている。

•	災害や紛争の影響を受けた人々には、尊厳ある生活を営む権利があり、従って、支

援を受ける権利がある。

•	災害や紛争による苦痛を軽減するために、実行可能なあらゆる手段が尽くされなく

てはならない。

同プロジェクトはこれらの理念を具現化するための基盤となる理念・原則とともに、支

援分野ごとの最低基準の策定とその実現に向けた基本行動、指標、ガイダンスノート（事

例などの参考情報）を実際の支援活動での経験や専門分野ごとの研究結果も参照しながら

まとめた。「スフィアハンドブック」はそれらが一冊にまとまった実用書となり、その構

成は図１の通りである。また最低基準に関する構成は表１の通り統一化されている。

同プロジェクトは基準・ハンドブックを3回改訂した後、2018年の第４版の発行に合

わせ解散し、スフィア基準・ハンドブックの管理と普及を恒常的に担う非営利団体「Sphere 

Association（以降、「スフィア」）」が新たに発足し、引き続き普及活動を担っている。

２．　「人道憲章と人道支援に関する最低基準（スフィア基準）」と

「スフィアハンドブック」とは
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図１．「スフィアハンドブック 人道憲章と人道支援に関する最低基準」の構成
出典：同ハンドブック、2ページ
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表１．最低基準の構成

3．スフィアによる普及活動

スフィアは次の3点の特徴的な取り組みを通じ、世界中の災害の被災地や紛争地におい

て「危機などの影響を受けた人びとの尊厳と権利を守るために欠かせない質が高く説明責

任を果たした支援」の実現がされるよう取り組んでいる。

（１）スフィアフォーカルポイント制度：

スフィアフォーカルポイント（Sphere Focal Point）制度とはスフィア基準に賛同し、そ

の普及に取り組む責務を担う団体をスフィアが認定し、共に普及活動を行う仕組みである。

スフィアは、認定されたフォーカルポイントのみが利用できるプラットフォーム「Sphere 

Forum」を設け、このフォーラムでは情報提供や、メンバーによる基準普及に関する取り

組みの紹介、質問、協力者の募集などが日常的に行われている。さらに、スフィアの公式ホー

構成要素 内容

例（⼀部省略）
給⽔、衛⽣および衛⽣促進(WASH)
し尿管理基準3.2
トイレへのアクセスと使⽤

最低基準
どの危機的状況下でも達成さ
れるべき基準（質的、定性
的、包括的）

⼈びとは⼗分な数の、適切かつ受け⼊れられるトイ
レを安⼼で安全にいつでもすぐに使⽤することがで
きる。

基本⾏動
最低基準を達成するための実
践的過程

・技術的に最も適したトイレの選択肢を決定す
る。
・公衆衛⽣上のリスク、⽂化的な慣習や⽔の調達
と保管⽅法に基づき、影響を受けた⼈びとが必要な
トイレの数を定める。

基本指標
最低基準が達成されているか
を⽰す⽬安（量的）

• 共⽤トイレの割合
＊20⼈につき、最低1つ
• 住居と共⽤トイレの距離
＊最⼤50メートル
• 内側から施錠でき、適切な照明がついているトイ
レの割合
• ⼥性や少⼥によって安全だと報告されたトイレの
割合
• ⼥性や少⼥が定期的に使⽤するトイレのうち、⽉
経衛⽣管理の選択肢に満⾜している割合

ガイダンスノート 基本的⾏動を⽀える追加情報 設置するトイレの個数に関する男⼥⽐1:3
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ムページには、スフィアフォーカルポイントの一覧や各国の活動予定を掲載するページが

設けられている。

この制度は2003年に三カ国（ブラジル、コンゴ民主共和国、インド）で試みられて以来、

有効な仕組みとして継続されている。中でもインドではSphere Indiaという人道支援にと

どまらない幅広い分野での支援の質とアカウンタビリティを推進するネットワークに発展

し存続していることは好事例となっている。「スフィアフォーカルポイント」という名称

は2005年にパキスタンに本部を置く国際NGOであるCommunity     World Service Asia

（以降、CWSA）とスフィアが協力して南アジア地域における支援へのスフィア基準の導入

に取り組んだ際に初めて使用された。その後世界各地に広がり、現在では日本を含む75

のスフィアフォーカルポイントが存在する。その大半は当該国・地域における既存の人道

支援や災害支援に取り組む団体・ネットワーク団体である。中にはスフィア基準の重要性

に鑑み当該国での同基準の推進を目的に新たに団体を作ったバングラデシュやベネズエラ

のような例もある。

（２）標準化された研修内容：

スフィアは世界中の支援者によって使用される際に、正しい理解に基づく参照がされる

ように研修活動に力を置いている。標準化された研修モジュール、セッションプラン、ス

ライド、演習素材類を整備し「Training Pack」としてまとめ、実際に研修を行うトレーナー

向けに公開している。また、新型コロナや紛争など従来の対面型研修を阻害する要因が増

えた近年は、オンライン教材（動画、セミナー）の整備も進めている。最も重要かつ欠か

せない教材である「スフィアハンドブック」については多言語化に加え、提供媒体として

印刷物に加えインターネット上で無料でダウンロードできるPDF文書やアプリ形式を追加

し、トレーナーや支援者が常時参照できるように整備している。

標準化された研修教材の中でスフィアが最も重視するコンテンツは、スフィアの2つの

理念を実践に導く際に不可欠な原則・基本的な事項（人道原則、人道憲章と権利保護の原則、

人道支援の必須基準）となる。トレーナー向けの指導提案書においても当該事項について

は研修やセミナーの所要時間・日数の長短に関わらず必ず伝えるよう強調されている。他

方、ハンドブック内にある技術章（テクニカル・チャプター）、すなわち支援分野ごとの最
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低基準とその実現に向けた基本行動や指標などについては、研修やセミナーの企画意図や

対象者の属性・ニーズ、研修の所要時間数・日数に応じて取捨選択して説明して良いとし

ている。

その上でスフィア基準・スフィアハンドブックを実際に使う際に、支援者は質的な最低

基準の「文脈化」、すなわち個々の支援活動において影響を受けた人びと・地域の支援ニー

ズや被災状況を理解した上で、彼らの尊厳のある生活、権利が保護される支援のあり方を

検討することが重要としている。そのために計画時や支援段階が変わる際に影響を受けた

人びと・地域について広範囲でデータを集めること、特に脆弱な立場にいる被災者の存在・

ニーズを十分に把握することを推奨している。ハンドブック本文中に基準の適用に向けた

状況把握と判断に関する図を入れたり付記として事前調査やモニタリング時の設問例を含

め、個々の支援活動の「文脈化」に取り組みやすいよう情報提供している。

（３）トレーナ一制度

スフィアプロジェクト時代からスフィア基準の研修は「スフィアトレーナー」と呼ばれ

る人員が担ってきた。スフィアトレーナーはスフィア基準の理念への賛同と人道原則、理

念、姿勢のあり方に関する知識に加え、学習者に対する有効な指導技能を有する人員とな

り、その養成はスフィアが各国のスフィアフォーカルポイントの協力を得て行なっている。

従来のトレーナーは人道支援や国際協力に関わってきた欧米出身の支援経験者、研究者や

コンサルタントが中心であったが、近年は支援活動が行われる国・地域出身のトレーナー

が増えている。これはスフィアがスフィアフォーカルポイントを欧米以外のアフリカ、中

東、アジア、中南米地域に広げ、同地域の言語への翻訳版の作成とトレーナーの養成を進

めたことによる。

スフィアは養成研修修了後に一定の要件（活動実績等）を満たしたトレーナーを　

「Listed Trainer（登録トレーナー）」として同ホームページ上で公開している。スフィアに

関する研修やセミナーの企画者がトレーナーを候補者の所在地、対応可能な言語、経験な

どから選べるようにするためである。このような登録トレーナー以外にも各国のスフィア

フォーカルポイントが養成したトレーナー人員が存在し、スフィアは彼らを通じた普及も

推奨している。これは登録トレーナーの人数が限られるという理由に加え、支援活動の担
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い手に関する考え方の変化がある。難民支援や災害支援は事態が生じている国・地域以外

から派遣された団体・人員が必ずしも当該国・地域の社会情勢や文化習慣に精通している

とは限らないこと、またパンデミックや紛争のような人の往来自体が困難な事態において

も、影響を受けている人びとの尊厳や権利を尊重する観点から当該国・地域の支援者を拡

充し任せていく傾向がある。一例としてスフィアは2022年ロシアによるウクライナ侵攻

直後から「スフィアハンドブック」のウクライナ語や中欧諸国の言語への翻訳、ウクライ

ナでのトレーナー養成研修を実施している。

日本でのトレーナー養成研修は、これまで英語で3回、日本語で3回実施され、約120

名の修了者がいる。日本で初めてのスフィア基準に関するトレーナー養成研修は、　　

2011年3月に発生した東日本大震災への支援の一環として実施された。被災３県で支援

活動をしていた米国に本部を置く国際NGOであるChurch World Service (以降、CWS)が、

協働する日本国内の支援者と「スフィア基準」という共通言語を持つために海外からト

レーナー陣を招聘し英語で日本人向けに実施したものだった。以降、日本で研修開催を重

ねる中、日本の国内災害支援関係者と同基準の考え方を共有していくためには、国内災害

に関わる支援者の中にトレーナー人員を確保する必要性が実感され、日本人のトレーナー

による日本語での養成研修が実施されるようになった。

4．日本における普及

（１）変遷と体制

日本でのスフィア基準、ハンドブックを用いた研修の開催が始まった時期は定かではな

いが、90年代に相次いで日本で設立された緊急人道支援NGOの一部は90年代末の「スフィ

アハンドブック」の初版発行後、速やかに日本語訳を作成し自らの活動においても活用を

始めた。2000年に緊急人道支援に特化したネットワークであるジャパン・プラットフォー

ム（以下JPF）が設立された際は、同ネットワークへの加盟要件の一つにスフィア基準の理

念、原則、姿勢のベースとなる「災害救援における国際赤十字・赤新月運動および非政府

組織(NGOs)のための行動規範」への署名が義務付けられたことから同ネットワークに加

盟するNGOにとっては身近なものとなった。しかしながら、当時の加盟団体の大半は海

外での人道支援を行うNGOだったため日本国内の災害支援に関わる支援者・団体への同
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行動規範やスフィア基準、ハンドブックの周知は進まなかった。

2011年3月の東日本大震災で、海外の支援団体・関係者が日本の支援者や被災地関係

者と組む中で、日本の支援において「被災者が有する尊厳ある生活を営む権利」を踏まえ

達成されるべき基準を定めたスフィア基準・ハンドブックの利用が低いことが指摘された。

日本の支援者の中でも被災者に我慢を強いる日本の避難所の改善、在宅避難や災害関連死

などの新たな課題への対応のヒントを求めてスフィア基準への関心が高まっていった。こ

の関心の高まりを受け、上述の通り2012年以降日本での研修提供に向けた日本人トレー

ナーの養成と同トレーナーによる研修が開始された。

日本のスフィアフォーカルポイントは特定非営利活動法人国際協力NGOセンター (以

下、JANIC)が務めている。JANICは1987年に設立された日本の国際協力NGOのネットワー

ク団体として政策提言、他セクター連携、NGOの能力向上に取り組んできた。この専門性

から東日本大震災以降、JPFと共にCWSをはじめとした国内外の支援者・ドナーによる人

道支援に関する基準の日本国内での普及に向けた研修やトレーナー人員の養成に関わるよ

うになった。その結果、当時のスフィアプロジェクト事務局担当からの要請を受け日本で

のスフィアフォーカルポイントを務めることになった。この役割の一環としてJANICは

2015年に発足したスフィア基準の理解、普及に専門的に取り組む有志によるネットワー

クであるJQANの設立に関わり、同事務局を務めている。他国では必ずしもスフィアフォー

カルポイントを担う団体が研修などの普及活動をセットで実施していないことから、この

同一団体が包括的に国内外の関係者とつながり、普及活動の事務局を務める体制は有益と

言える。

（２）提供している研修内容

JQANでは日本語でのスフィア研修の開催にあたり、スフィアが公開している標準教材

をもとに日本のトレーナーと共に日本の防災や支援関係の用語表現なども踏まえた説明や

情報を加えたスフィア基準に関する標準版のセッションプランとスライドを日本語で作成

している。これをJQANとトレーナーの共同制作物とし、それぞれが主催する研修やセミ

ナーの開催目的や所要時間に応じた内容の取捨選択や演習の種類を変えながら使用してい

る。
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JQANが主催する対面形式で行うスフィア研修（2日間版）については次のとおり研修の

到達目標を立て、その達成に向けた講義、グループワーク等の指導方法を組み合わせて提

供している（表２）。

<到達目標>

•	被災者を中心にした支援の原則であるスフィア基準と「スフィアハンドブック」の

概要を理解する。

•	実際の支援活動の計画や実施での活用イメージを持つことができる。

表２．セッションプランに含まれる要素

＜修了証発行要件＞

JQANではスフィア基準に関し、質的・定性的な基準の内容ではなく、最低基準が達成

されているかを示す目安である基本指標が、スフィア基準だと誤って理解されている状況

を改善する観点から、スフィアからの普及時の指示を踏まえスフィア研修に関する修了証

発行要件を定めている。

到達目標 研修要素

1人道支援やスフィア基準の歴史的背景

2スフィアハンドブックの概要

3人道憲章・権利保護の原則

4人道支援の必須基準(CHS)

5各技術章の最低基準構成の概要

6実践イメージ形成のためのグループワー

ク（QA市の避難所シナリオ）

7実践イメージ形成のためのグループワー

ク（寸劇）

8アクションプラン

III その他 ネットワーキング 9交流会（任意参加）

I 被災者を中心にした支援の原則

であるスフィア基準と「スフィア

ハンドブック」の概要の理解

II 実際の支援活動の計画や実施

での活用イメージ形成



42

•	トレーナー養成研修修了したトレーナーが講師であること

•	当該研修・セミナーにJQAN所定セッションプランに沿ったQ&A概論、CHS概要、

スフィアハンドブック概要が組み込まれていること

　トレーナーは自ら行うスフィア研修に対し修了証の発行を希望する際は、事前に事務

局に対し使用するセッションプランを送り確認を受ける必要がある。同事務局は要件を満

たしていることが確認ができた場合は個別に修了証フォーマットを提供している。

＜開催状況＞

2012年以降、JQANの前身のQ&Aワーキンググループ当時から年2-4回程度のペース

でスフィア研修を主催してきた。これらの研修への参加者は累計1,000名以上を数えてい

る。加えて、トレーナーや自治体、大学などによる企画も不定期に開催されている。現在

までの参加者は主にNGO/NPOなどの支援者、医療従事者、行政関係者、社会福祉協議会、

各種専門職となる。近年の日本の防災政策の中でのスフィア基準への関心の高まりから防

災活動に関わる幅広い層からの照会が増えている。

５． 研修の効果　

JQAN主催の対面スフィア研修の成果について参加者のアンケート回答をもとに研修の

効果について考察する。アンケートは研修修了証発行の要件として全参加者に記名式、オ

ンライン形式で回答を求めているもので研修内容、講師の指導、運営事務全般に関する28

問となる。今回用いる回答は2024年度対面スフィア研修3回分の参加者62名分となる。

（１）研修受講前の参加者のスフィア基準・ハンドブックの使用状況

本研修では参加者の申込時点でスフィア基準・ハンドブックの使用状況を確認してい

る。参加者の8割以上はスフィア基準・ハンドブックの存在は知っていたが日常的に使っ

た経験がなかった（表３）。実務での利用状況に関する選択肢2-5については全て1割以下

となっており、日常の実務での定着が進んでいない状況だった。
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表３．申込フォーム設問「私とスフィアスタンダード、ハンドブック」（複数選択可）

（２）JQAN主催対面スフィア研修（2日間版）の工夫

研修の到達目標の達成に向け、JQAN主催研修ではトレーナー陣と共にスフィア提供の

標準教材の研究や日本での複数年にわたる研修の開催経験から編み出した内容で提供して

いる（表４）。

表４．JQAN主催対面スフィア研修（2日間版）の工夫

選択肢 回答数

1.スフィア基準、ハンドブックがあることは知っているが、

日常的に活用していない
51

2.案件形成時に定量的な指標を参照している 11

3.所属団体や担当案件で日常的に使っている 10

4.支援地でパートナー団体を探す際には彼らのスフィアへの

理解度合いを把握するようにしている
4

5.スフィア基準は定性的で実際の現場での活用イメージがわ

かない
5

アプローチ 研修方法 理由

・募集要項と当日の説明で進行方法を明

示

・参加者が使える質問方法を複数用意

（質疑応答時間の設定、掲示物、匿名で

の投稿フォームなど）

・トレーナー間で進行時の推奨姿勢を共

有（スフィア基準・ハンドブックに関す

る知識に関する講義部分と参加者の理解

度や経験に応じた伝え方や時間配分の調

整など）

・他者に伝えるための言い換え練習

・ペアやグループでの議論

・トレーナー自身の支援経験の共有を用

いた説明

・ハンドブックの構成と内容を実際に

ページをめくりながら解説。

・架空の避難所シナリオを使った演習。

改善すべき問題の発見と解決策の検討を

ハンドブックを使いながら行う。

実務で直面する課題に基準をどう

適用して改善できるかを考えるた

め。

安心して発言・質問

できる環境づくり

日本では研修時に他の参加者の前

で発言したり、質問することを控

える参加者が多いため、限られた

研修時間を有効に使う工夫が必要

なため

理念・原則など抽象

度の高い内容の理解

国際基準について支援者自身の態

度・業務姿勢を身につけるために

役立つ方策を提供するため。

スフィア基準・ハン

ドブックの使い方習

得

スフィア基準は定量的な基準だと

誤解されがちである中、定性的な

基準であることを理解させるた

め。

総合的な理解の促進 ・寸劇による問題解決演習
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（３）終了時アンケートの分析

研修の到達目標の達成状況について、目標ごとの研修要素と終了時アンケート内の受講

を通じて「身についた・良かったと感じたプログラム」に関する回答との関連を考えた。

アクションプランと交流会以外は７割以上が肯定的に回答しており、現在の研修内容は概

ね到達目標の達成に貢献していると考える（表５）。

表５．終了時アンケート設問「身についた・良かったと感じたプログラムを教えてくださ

い」（複数選択可）

到達目標Iに紐づく理念、原則、姿勢のあり方については、平易な表現での言い換えや

実際に400ページを超えるハンドブックをめくりながらの進行が役立ったとの意見があっ

た。アンケート回答中、参加者の最も高い評価を得たのは到達目標IIに向けて実施した「実

践イメージ形成のためのグループワーク（QA市の避難所シナリオ）」だった。参加者の自

由記述からは、このグループワークを通じて実際の災害支援で直面する状況でスフィア基

準、ハンドブックを参照する疑似体験ができた点が好評だったことが伺えた（表６）。こ

のように研修期間中、参加者が講義を聞くだけでなく、実際にハンドブックをまんべんな

くめくる演習を含める工夫を随所に入れることで、業務における使い方を提示できたとい

える。また、支援活動における他の支援者・団体との連携という日頃意識していなかった

選択肢 回答数

実践イメージ形成のためのグループワーク（QA市の避難所シナリオ） 56

人道支援の必須基準（CHS） 53

実践イメージ形成のためのグループワーク（寸劇） 51

人道憲章・権利保護の原則 49

人道支援やスフィア基準の歴史的背景 48

各技術章の最低基準構成の概要 47

スフィアハンドブックの概要 45

交流会 21

アクションプラン 21

個別の交流 1
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新たな視点を得られたとの意見もあり、支援の姿勢を伝える到達目標I（支援の姿勢理解）

にも貢献していることも分かった。

表６．参加者コメント抜粋

到達目標 研修要素 コメント抜粋

1 人道支援やスフィア基

準の歴史的背景

・学んだことを自分の言葉や表現方法で示す演習

や、小学生にはどのように説明したら伝わるかと

考えることで、さらに理解が深まりました。

2 スフィアハンドブック

の概要

・ハンドブックを読ませる工夫がなされているな

と感じました。何より、ワークの課題がスフィア

の理解を深めるのに大変役立った。

3 人道憲章・権利保護の

原則

・各プログラムの説明やワークは端的でとても分

かりやすかったです。身に付けられるように今後

も辞書をひくようにハンドブックを利用し続けた

いと思います。

4 人道支援の必須基準

(CHS)

5 各技術章の最低基準構

成の概要

6 実践イメージ形成のた

めのグループワーク（QA

市の避難所シナリオ）

・QA市シナリオをやったところで、全体的に基準

や権利保護の原則などについての絵がクリアに見

えるようになってきたと感じました。

7 実践イメージ形成のた

めのグループワーク（寸

劇）

 ・読んで聞いて学ぶだけでなく、事例を通しハン

ドブックに書かれていることのどの部分に当たる

かを考えるワーク（実践演習）があったことで、

より落とし込んで国際基準が求めていることが何

なのかを考える姿勢が身につけられた。

8 アクションプラン

・グループやペアでのディスカッションや、寸劇

など、受講者が主体的に参加できるようなプログ

ラムが多くよかった。

III その他 ネット

ワーキング
9 交流会（任意参加）

・ネットワーキングについて全く想定していな

かったのですが、実際の支援の現場では支援団体

同士も連携する必要があるし、さまざまな組織と

の連携が重要でコミュニケーション力が問われる

現場であるため、研修のグループワークや交流会

でネットワーキングをする大事さを実感しまし

た。

I 被災者を中心にし

た支援の原則である

スフィア基準と「ス

フィアハンドブッ

ク」の概要の理解

II 実際の支援活動の

計画や実施での活用

イメージ形成
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６．結論と今後の課題

（１）研修内容のあり方

JQAN主催スフィア研修は、スフィア基準の理念・原則・姿勢の理解と支援活動の計画・

実施における活用イメージ形成に一定の成果を上げていることがわかった。今後も、スフィ

アフォーカルポイントとして得られる最新情報や、日本の防災政策におけるスフィアへの

注目動向を踏まえ、定期的に同内容を見直し・更新しながら提供を進めたい。特にスフィ

アハンドブックの改訂に向けた動きが既にスフィアによって検討されていることから、そ

の改訂スケジュール、改訂内容をタイムリーに把握し、参加していくことでJQANが行う

普及活動の充実につなげていきたい。

到達目標II「支援活動の計画や実施時の活用イメージ形成」については更なる工夫を要

する。現在は研修内容に参加者が今後の自身の業務に活用する方策を考える機会として

「アクションプラン策定」を含めているものの、研修後のフォローアップとして参加者の

取り組み状況の把握や相談対応は徹底できていない。また、終了時アンケートからは参加

者が参加者の各人の業務での実践に資する機会への要望が高いことが伺えた（表７）。現

在までに確立した研修内容と提供体制をベースとしながら、今後はより支援活動に役立つ

情報や機会の提供に取り組みたい。

表７．終了時アンケート設問「関心のあるものを教えてください。」（複数選択可）

（２）トレーナー確保・育成の現状と課題

現在、日本語でスフィア基準やハンドブックを指導できるトレーナーは約20名である。

選択肢 回答数

1. 研修受講者のみが参加できる経験共有会 33

2. スフィアハンドブック内の人道憲章・権利保護の原則・CHSに特化した研修 32

3. スフィアハンドブック内の個別の技術章に特化した研修 43

4. 支援の質とアカウンタビリティに関するトレーナーとの相談会 27
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彼らはNGOやNPOの職員、教員、医療従事者、開発コンサルタントとして本業を持ちなが

ら活動しているため、「スフィアトレーナー」として活動できる時間が限られる。また、

日本でのトレーナー養成研修は本業を持つ人員が参加しやすいように開催日数を短くして

いるため、スフィア主催で開催される養成研修では必ず含まれる「成人教育や指導スキル

向上」の要素を省略している。そのため、教育を専門としない修了者が実際に講師として

活動することに躊躇する傾向がある。その結果、養成研修の修了者が研修講師として活動

するサイクルを回すことが困難な状況がある。

この状況に対しJQANでは14名が参加した2023年度の養成研修から改善策を試みてい

る。養成研修修了者に対する講師の個別メンタリングを行ったり、2024年度のJQAN活

動の中で翻訳監修や事例紹介の機会など研修講師以外の休暇取得を伴わない活動機会を設

け、養成研修修了者優先で従事者を募った。その結果半数以上となる8名が普及活動に参

加した（表８）。試行を重ねながら次回の養成研修企画時に活かしていきたい。

表８．2023年度トレーナー養成研修修了者の2024年度JQAN活動への参加状況

また日本の防災対応において満たすべき基準として「スフィア基準」がなった今、「ス

フィアトレーナー」が日本の支援者による支援の質の向上に貢献する存在として認知され

る状態をつくる必要がある。EU諸国や英国など、政府機関がNGOに対して支援プロジェ

クト申請時に国際基準への準拠を必須要件としている国々では、基準に関する研修やセミ

ナーでのトレーナー業務、調査研究に関わるコンサルタント業務、基準の認証を行う監査

業務など、「スフィアトレーナー」としての専門性を活かし、生計を立てている人材が多

く存在する。その結果、スフィア基準に関する研修やセミナーの開催が容易で、NGOなど

の支援者・団体が支援の質を高めるために調査研究や認証取得に取り組みやすい環境が

活動種別 従事人数 内容

翻訳活動 2名 CHS第2版翻訳時の監修委員としての活動

研修講師 5名 スフィア研修あるいはPSEAH研修での副講師としての従事

話題提供 2名 2024年10月JQANミーティングでの事例共有 

協働実施 1名 2024年10月ぼうさいこくたいin熊本でのポスター展示
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整っている。日本においてもこのような質の高い支援の実現に向けたサイクルを生み出す

ために、官民問わず日本の防災や人道支援の関係者に「スフィアトレーナー」の存在を知

らしめ、その専門性を活用するよう働きかけたい。

（３）体制の整備

2024年秋の日本政府による防災政策におけるスフィア基準への言及以降、JQANで扱

う問い合わせや相談は増加傾向にある。スフィア基準の内容への質問、地方自治体や災害

ボランティアセンターや福祉避難所の運営を担う地域の社会福祉協議会からのスフィア研

修の開催相談に加え、メディア取材や各種教材での引用時の原稿確認など多岐にわたる。

加えて日本のスフィアフォーカルポイントとしての国際潮流の把握や数年以内に生じるス

フィア基準・ハンドブックの改訂に呼応した日本語版の発行・普及体制の検討なども必要

となっている。

これらの要望や事柄に対応するには事務局体制の充実が欠かせない。現在の非常勤2名

体制のままでは主催研修の開催と具体的な相談への対応が優先され、上述した研修提供後

のフォローアップのあり方やトレーナー人員の拡充、改訂プロセスへの準備が後手となる。

日本での関心の高まりを一過性のものにせず、スフィア基準の理念を日本の災害、人道支

援に活かしていくためにも必要な人員と資金確保が不可欠となる。近年の日本での関心の

高まりという好機に際し、日本のトレーナーなどの支援者に加え、四半世紀にわたり災害

や紛争の影響を受けた人びとの尊厳ある生活を営む権利の実現を訴え、世界的な普及を実

現したスフィアとフォーカルポイントの仲間からも助言と協力を得つつ取り組みを続けた

い。
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